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蓮田市教育委員会における業務改善 

（教職員の働き方改革）について 

 

蓮田市教育委員会学校教育課 

１ 業務の改善策 

（１）教育委員会から学校への支援について 

 

○校務支援システムの活用法を周知し、業務の効率化をさらに進める。また、 

  ペーパーレス化を進める。 

  ・児童・生徒の出欠席管理を電子データ化 

  ・学校日誌や指導要録の電子化 

  ・成績管理を電子データ化 

 

○市教委が主催する会議の精選を行う。 

国語学力推進委員会       ９回実施 → ６回実施（３回削減） 

算数・数学学力向上推進委員会  ８回実施 → ６回実施（３回削減） 

  中堅職員育成講座        ６回実施 → ５回実施（１回削減） 

教育課程検討委員会       ５回実施 → ３回実施（２回削減） 

 

○デジタル教科書活用のためのプロジェクターとホワイトボードの一体型セット（大型

掲示装置）の利用 

  →授業や校内研修で効果的に利用されている 

 

○学習指導案の例を蓮田市の共通サーバーにアップし、各学校が活用できるようにした。 

 

○ふれあいデーの確実な実施を確認する。 
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○学校における各職員の勤務時間の実態を把握し、超過勤務に課題のある教職員に校長

を通して指導を行う。また、校務分掌の偏り等の見直しを行い、個人に係る負担の軽

減を図る。 

 

○市教研の主幹教諭・教務主任研究協議会の中で、教育課程の編成に関わる内容として、

働き方改革も意識して取り組んでもらうように指導した。 

 

○蓮田市が定めた部活動の指針に則り計画的に活動を行うとともに、実施結果を各学校

から提出させ、適切に実施されているかを見届ける。必要に応じて指導を行う。 

  →平日は２時間程度、週休日は３時間程度と活動時間を設定している。 

 

○各種調査・報告の締切期限に、ゆとりをもたせる。 

 

○出退勤記録の整備と管理 

 →各学校に、教職員の出退勤記録を管理するパソコンを整備し、朝と帰りの出退勤時 

  刻を記録している。 

  教職員自身が勤務時間の自己管理がしやすくなり、管理職が教職員の出退勤時刻を 

  把握することで、健康管理や業務管理に役立っている。 

  

 

（２）情報化推進事業 

 ○令和元年８月より、小学校８校に携帯用タブレット端末を導入し、授業で活用してい  

  る。 

  →デジタル教科書を活用することにより、理科や社会、算数等で教職員の説明に視覚

化した写真等を提示することにより、わかりやすく児童に情報を提供し、理解を進

めている。 
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 ○無線ＬＡＮの設備を体育館に延長 

  →体育館での体育の授業で、児童が自分の演技を確認したり、教職員がより良い演技

を示し、演技力の向上の支援を行うのに役立っている。また、体育以外の時間でも、 

   無線ＬＡＮを整備することにより、瞬時に映像や絵を示すことができ、教職員の負

担軽減につながっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真１                  写真２ 

 写真１：体育の授業中、タブレット端末を使って、演技の様子を撮影し、その演技につ 

     いて話し合いながらより良い演技を目指していく場面 

 写真２：算数の授業で、良い解き方をした児童のノートを見せ、共有している場面 

 

 ○校務支援ソフト（C4th）の導入 

  →児童・生徒の出席記録をデータ化し、様々な書類に反映させることで、教職員の校 

   務の効率化を図ることができている。成績処理についても同様である。また学校日 

   誌にも反映し、日々の集計処理の効率化を図ることに役立っている。 

 

 ○センター・サーバー化による情報共有 

  →学校と市教委の情報が集約できるよう、センター・サーバー化を行い、各学校の研 

究の成果や授業の指導案、市教研の資料などを活用できる態勢を整備している。 
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 ○主なＩＣＴ環境の整備状況について 

  （国や県全体の平均値と蓮田市内小・中学校との比較） 

項目 国平均 県平均 蓮田市小平均 蓮田市中平均 

普通教室の無線ＬＡＮ

整備率 

４０．７％ ３９．６％ 

０．０％ 

※１ 

０．０％ 

※１ 

インターネット接続率 

（30Mbps以上） 

６９．１％ ６６．２％ １００．０％ １００．０％ 

普通教室の大型掲示装

置整備率※２ 

５１．２％ ３９．１％ 

４３．６％ 

※３ 

０．０％ 

※３ 

教員用の校務用ＰＣ整

備率※４ 

１２０．６％ １１５．３％ １０４．７％ １０４．４％ 

 

 ※１：現在無線ＬＡＮの整備率は０％だが、令和２年度予算で要望している。現在は有 

線ＬＡＮを利用しており、教員が各教室にアクセスポイント（Ｗｉｆｉ）を持参 

することでインターネットに接続をしている。 

 ※２：「大型掲示装置」とは、プロジェクタ、デジタルテレビ、電子黒板のことをいう。 

    大型掲示装置を設置している普通教室数の総数を総普通教室で除して算出した値 

    蓮田市の場合、各学校の総学級数で除した値 

 ※３：小学校では移動可能で、各教室で使用可能な大型掲示装置が各６台設置されてい 

る。中学校の場合はコンピュータ教室に１台あり、各教室には整備されていない。 

 ※４：教員の校務用ＰＣ整備率は、校務用ＰＣの総数を教員の総数で除して算出した値 

    また、教員１人１台に加えて、職員室等に設置してある成績管理用等のコンピュ 

ータ（共用）をカウントしている場合もあることから１００％を超過する。 
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 以上のように、インターネットの接続環境の整備は進んではいるものの、無線ＬＡＮや

大型掲示装置の整備は県や国の平均には達しておらず、市として教職員の負担軽減と授

業力のさらなる向上による児童・生徒の教育効果など教育環境の整備を進めていく必要

がある。 

 

（３）支援員等の配置 

 

 ○理科支援員 

 ○小学校外国語活動サポーター 

 ○図書補助員 

 ○スクール・サポートスタッフ 

 ○特別支援学級介助員 

 ○小学校３０人学級非常勤講師 

 ○中学校教科指導補助講師 

 ○生活支援員 

 

（４）部活動指導員の配置 

 

 ○部活動外部指導者 

  ・県のスポーツエキスパート事業より補助を受け、「部活動外部指導者」を要望のあっ 

た中学校に現在配置している。１９名の外部指導者に部活動を支援してもらってい 

る。 

  ・外部指導者は、校長の監督のもと、顧問教員と連携・協力し、生徒が部活動を行う 

   上で必要な専門的技術を教えている。しかし、単独で監督者として行動することは 

できず、日常の部活動は顧問教員がいなければならず、大会引率も行うことがで 
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きない。 

  ・令和２年度以降は、県からの補助がなくなる予定になっている。 

 

 ○部活動指導員 

  ・中学校・高校の部活動において、学校長の監督下で顧問の代わりに単独で指導・引 

率を行うことができる。 平成２９年４月に学校教育施行規則の一部が改訂され、 

新たに制度化された。 

  ・単独で部活動の指導を行うことができ、週休日の大会引率も可能である。 

  ・近隣市町では、久喜市がすでに導入しており、他の近隣市町についても導入に向け 

た予算の作成を急いでいる。 

（５）カエル会議の実践（教職員のボトムアップによる業務改善に向けた会議） 

 

○令和元年度は蓮田南小学校をモデルとして定期的にカエル会議を実施している。 

 

 ○教職員の中から選ばれた会議のメンバーが、数週間に１回集まり、課題についての話 

合いを行う。 

 

 ○今年度は「業務を改善し、教育の質を高める」をテーマに話合いを行っている。 

  （話合い内容の例） 

   ・スクール・サポートスタッフの活用の仕方 

    （印刷や、配布の依頼の仕方など） 

   ・校務システム（C4th）への出欠席の入力の時間について、勤務終了時間後の校舎 

内見回りについて 

    （日直の教職員の負担軽減のため、出欠席の入力の時間を統一したり、見回りを 
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     複数で行ったりする） 

   ・週報作成について。 

    （情報を集める期限を決める） 

 

 ○話合いを通して、共通理解の幅を広げ、教職員一人ひとりにかかる負担を軽減する。 

 

 ○今年度は、モデル校として市内で１校のみの実施のため、蓮田南小学校の実践の効果

を、市内全校に広める必要がある。 

 

 

２ 教育委員会自体の働き方の改善について 

 

○過去に蓄積されているデータの適切な運用。 

 

○資料の共有化 

  ・資料を探す時間を短縮させるため、共有フォルダを整理し、過去のデータの蓄積 

を生かすことができるようにする。 

 

○会議準備など、指導主事が協力して一斉に行うことで、時間を短縮し、担当一人にか 

かる負担を軽減する。 

 

○水曜日は１８：００の退勤を目標として、職務にあたる。 

・目標の時間を決めて、集中して取り組む。 

・見通しをもって職務に当たることで、１週間に取り組む仕事の量が一定になるよ 

うに調整する。 

・常に長時間勤務とならないように、やるべきことを終えて、「早く帰る」という職 

場の雰囲気を作る。 
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○市教委で抱えている課題について、時間を決めて課で協議し、共通理解しながら解決 

に向けた方向性を見出すとともに、一人の負担とならないようにする。 

 

 ○市教委でも定期的に業務改善に係る会議を実施し、進捗状況を確認するとともに、新

たな提案を行う。また、モデル校を依頼している蓮田南小学校とも連携しながら、蓮

田市教職員の働き方改革が進むよう、積極的に取り組む。 

 

 

 

8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



令和元年度 さいたま市中学校 

部 活 動 指 導 員 募 集 要 項  
さいたま市教育委員会 

 

 

 

 

１ 任用形態    非常勤職員 

     

２ 任用期間    原則として令和元年５月１日から令和２年３月３１日まで。（年度途中での

任用の可能性もあります。） 

 

３ 職務内容    (1) 大会、コンクール、練習試合等に係る生徒の引率及び監督 

   (2) 安全・障害予防に関する指導及び生徒指導に係る対応 

   (3) 部活動の実技指導 

   (4) その他、さいたま市教育委員会又は校長が必要と認める職務 

 

４ 勤務場所    さいたま市立中学校のうち、さいたま市教育委員会が指定する学校 

 

５ 勤務時間    ４月～１０月は週当たり１６時間程度 

１１月～３月は週当たり１２時間程度 

           (注意)上記を基本とし、勤務場所における部活動の時間に勤務します。 

 

６ 応募資格等 

 (1)応募資格    次のア～カのすべてを満たす方 

ア 教育職員免許状や部活動の競技種目の指導免許等を有している方、 

又はスポーツクラブや部活動での指導経験がある方 

イ 専門的知識や技能を有し、生徒に適切な指導が行える方 

ウ 健康状態が良好で、１年を通して職務が行える方 

エ 学校教育に理解があり、生徒の健康面、安全面及び学習面について配

慮ができる方 

オ ２０歳以上の方 

カ 地方公務員法第１６条の欠格条項に該当しない方  

※参考資料を御参照ください。 

 

 (2)給 与     時給１，５００円 

 

 (3)応募締切     随時 

 

 (4)面接日時等        ア 面接日時については、後日教育委員会で指定します。  

（９時～１６時の間で、１５分程度面接を実施します。） 

           イ 会場：さいたま市役所 

            

 

 

 

                        

 

さいたま市立中学校において、単独で指導及び引率が可能な、専門的技術指導ができる部活動指導員（非

常勤職員）を募集します。本事業は、部活動を充実・活性化させると共に、学校現場における教員の業務

の適正化を図ることを目的としています。  
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７ 応募方法等 

(1)提出先      さいたま市教育委員会学校教育部指導１課 中学校教育係 

 

(2)提出するもの   「部活動指導員履歴書」 

           

 

(3)提出方法     持参又は郵送 

 

８ 登録と任用    (1) 合格者は、部活動指導員名簿に登録します。登録の有効期限は１年間

です。 

           (2) 部活動指導員名簿に登録された方の中から、部活動指導員を任用しま

す。（注意）登録が、必ずしも任用とは限りません。 

           (3) 部活動指導員に任用された方は、任用開始前にさいたま市教育委員会

が実施する研修を受けていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       さいたま市教育委員会学校教育部指導１課  中学校教育係 

                      《さいたま市役所 ３階》 

電話 ０４８－８２９－１６６１  
                 〒330-9588 さいたま市浦和区常盤６－４－４   

                   E-mail  kyoiku-shido1@city.saitama.lg.jp 

応募・問い合わせ先 

○地方公務員法 
（欠格条項）  
第十六条   次の各号の一に該当する者は、条例で定める場合を除くほか、職員となり、又は競争試験若

しくは選考を受けることができない。  
 
一   成年被後見人又は被保佐人  
二   禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者  
三   当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から二年を経過しない者  
四   人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、第六十条から第六十三条までに規定する罪を犯し刑

に処せられた者  
五   日本国憲法 施行の日[昭和２２年５月３日]以後において、日本国憲法 又はその下に成立した政府を

暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 
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教 県 第 １ ６ ８ 号 

令 和元年５月２９日 

 

 各県立学校長 様 

 

 

県立学校人事課長 

 

 

「ワーク・ライフ・バランス推進期間」の設定について（通知） 

 

 教職員が、やりがいや充実感を感じながら働くとともに、家庭や地域社会などにおい

ても、育児や介護、地域活動への参加や自己啓発など、仕事と生活の調和（ワーク・ラ

イフ・バランス）を図ることは大切なことです。 

 県教育委員会は、平成２７年度から県内すべての公立学校で、毎月２１日（給与支給

日）を「ふれあいデー」と設定し、定時退勤を奨励していますが、今年度も、６月から

９月までの４か月間を「ワーク・ライフ・バランス推進期間」として設定することとし

ました。 

つきましては、趣旨を御理解のうえ、別添１及び別添２のリーフレットを活用するな

どにより、引き続き、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組むよう御配意願いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当：県立学校人事課学事担当 鯨井 

電 話：０４８－８３０－６７３５ 
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 （別添１） 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

■「ノー会議デー」の設定状況と実施状況  

         ―県立学校全体で「ノー会議デー」を推進しています！― 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「ふれあいデー」の設定状況と実施状況 

         ―県内すべての公立学校で「ふれあいデー」に取り組んでいます！― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ● 仕事と生活の両立を意識しましょう！ 

 ● ワーク・ライフ・バランス推進期間は、定時退勤を心掛けましょう！ 

 ● 夏季休暇（５日間）はすべて取得しましょう！ 

 

６月から９月までの間は 
ワーク・ライフ・バランス推進期間です！ 

実施率 全体 ９３．４％

（実施日数／設定日数） 

 全日制   ９２．８％  

 定時制   ９３．７％  

 通信制   ９５．７％ 

 特別支援   ９４．４％ 

 中学校   ６３．０％ 

（平成３０年１２月調査） 

 

平成３０年度 実施状況 平成３０年度 設定状況 

すべての県立学校で設定 

（平成３０年８月調査） 

平成３０年度 設定状況 平成３０年度 実施状況 

すべての県立学校で設定 

（平成３０年８月調査） 

○実施率 全体 ９９．８％ 

（実施日数／設定日数） 

 全日制   ９９．９％  

 定時制  １００．０％  

 通信制  １００．０％ 

 特別支援   ９９．７％ 

 中学校  １００．０％ 

○当日の状況※ 

 １２月   ２１．９％ 

 １月    １４．８％ 
※ 教職員が「全員定時退勤」又は「ほぼ

全員定時退勤」していると回答した学校

の割合 

（平成３０年１２月調査） 

絆を深める３つの「ふれあい」 

○家族や仲間との時間を大切に！ 

○児童・生徒と向き合います！ 

○地域で活動します！ 
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（別添２） 

 

 

 

 

 

 

■ワーク・ライフ・バランス推進に向けた仕事の進め方のヒント１２ 

 ―個人ではこんなことに取り組みましょう！― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 学校はチームで仕事をするところ。チ

ーム力向上には、個人と組織のバランス

がとても重要。 

⑥ 仕事は「お互いさま」の精神で。困っ

たら素直に応援を求めよう。 

⑦ 資料は作成の目的や趣旨を理解し

て、最終イメージができてから作成を。 

⑧ 資料を印刷する前に、間違いがない

か確認。他の人に見せて意見をもらう

ことも重要。 

⑨ 資料やデータは学年・教科・分掌ごと

に共有フォルダに保存して誰でも使え

るように。 

⑩ トラブル対応事例も全体で共有化し、

対応の質の向上を。 

① 最初に、今日の仕事やその優先順位を

確認し、段取り力を向上させよう。 

② 仕事はデッドラインから逆算し組み立

てよう。年、学期、月、週など、期間で

仕事を見つめて。 

③ 資料は事前配付。「予習」して会議に

臨めば会議の質は向上間違いなし。 

④ 会議は協議と質問が中心。説明はポイ

ントを絞ってスマートに。 

⑪ ワーク・ライフ・バランスのことをワ

ーク・ライフ・「シナジー（相乗効果）」

と言う人も。シナジーに期待。 

⑫ いい仕事をするためには、充実したオ

フが必要。各種休暇の有効活用を。 

１ 「ダンドリ」上手になろう ２ 会議の質を向上させよう 

 

3 チームで仕事に取り組もう 

 

５ チームの質を向上させよう 

 

６ 仕事と生活の「相乗効果」を 

 

「仕事（ワーク）」と「生活（ライフ）」 
それぞれを充実させるため、働き方の見直しを！ 

４ 仕事のやり直しをなくそう 
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E-mail a4510-02@pref.saitama.lg.jp   
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